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要　旨
【目的】看護に求める社会的ニーズの変化から看護基礎教育カリキュラムが
改正され、在宅看護論が教育科目に加えられた。看護系大学における在宅看
護論教育指導体制の課題を明らかにすると共に、在宅看護の教授法及び実習
指導の方向性の考察を目的とした。
【方法】在宅看護の教育に関する文献および厚生労働省、文部科学省からの
看護基礎教育カリキュラム改正に関する検討会報告書を基に考察した。
【結果・考察】統合の分野に位置づけられた在宅看護論に求められる教授内
容には、これから訪れる多死社会に向けて、在宅での終末期看護、看取り、
グリーフケアの教育の必要性が挙げられた。また、教授方法は、学生が在宅
療養の場をイメージ化しやすい方法と工夫が重要であることが示された。在
宅看護論実習指導においては、実習施設である訪問看護ステーションの置か
れている人的に厳しい状況に対し、実習指導者と教員がどのように連携・協
働して学生の指導を行うかという課題が示された。
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1．緒言
　わが国の看護を取り巻く環境は、疾病構造
の変化、医療技術の高度化、急速な少子超高齢
化の進展に伴い大きく変化してきている。ま
た、団塊の世代が後期高齢者の仲間入りをする
2025年を過ぎると、日本は多死社会を迎えると
予測されており1）、社会の医療ニーズの変化に
伴い「質」の高い看護の提供が求められるよう
になった2）。また、高齢者や難病患者、障がい
者など長期に亘り医療を必要とする人々、悪性
新生物や高齢末期でターミナルケアを必要とす
る人々の医療提供の場は、介護保険制度、障が
い者総合支援制度の導入や在宅医療の推進によ
り、病院から在宅への移行が進められている現
状にある1）。このような社会背景の下で、平成
9年度より看護基礎教育科目に在宅看護論が加
えられ3）、平成21年度からは、地域看護学（平
成24年度より公衆衛生看護学）と共に統合の
分野に位置づけられた3）。在宅看護論は、臨床
看護学（成人・老年、母性、小児、精神の各看
護学）の学修の上に学ぶ位置付けとなった。更
に平成24年度から保健師教育の選択制が導入
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された3）ことにより、それまでの看護師保健師
統合カリキュラムで行われてきた地域看護学と
在宅看護論の重複する教育内容の読替は不可能
となった。従って平成24年度から公衆衛生看
護学は、市町村の保健師業務を中心とした公衆
衛生に特化した教育カリキュラムを組み、実務
に即した教育内容を求められるに至った。現在
の看護基礎教育に求められる在宅看護論の位置
づけから、教授内容や実習における課題を明ら
かにし、看護基礎教育における在宅看護論の教
授法、実習指導方法について改善と取り組みの
方向性を見出すため文献および公的な報告書を
基に考察した。
II．目的
　看護基礎教育カリキュラム改正の経緯から、
保健師教育選択制の導入後の在宅看護論に求め
られる教授内容及び看護系大学における在宅看
護論教育指導体制の課題を明らかにし、今後の
在宅看護論教育の方向性を見出すことを目的と
した。
皿．方法
　在宅看護論教授法及び実習指導に関する文献
を、「医学中央雑誌Web（ver，5）」、「CiNii」を用
いて平成26年11月1日現在で、検索式：（在
宅看護論and実習指導）、（在宅看護論and教授
法）により、在宅看護論が統合分野に位置づけ
られた2009年以降の原著論文を選択した。また、
厚生労働省、文部科学省が公表している看護基
礎教育カリキュラムに関する検討会報告書及び
看護系大学が独自で行っている看護基礎教育に
関連する調査報告書を選択した文献と共に検討
考察の資料とした。検索した原著論文は、「医
学中央雑誌」38編、「CiNii」14編で、論文内
容を熟読し、在宅看護論の教授法・実習指導に
関する内容であることを確認して、27編の文献
を採用した4～3°）。
IV．結果
1．在宅看護論の位置づけと教授法
　看護基礎教育カリキュラムは、医療・看護に
求められる「質」に対応するため、カリキュラ
ム改正が行われてきた。高齢社会への対応とし
て「老人看護学」が平成元年に追加され、平成
8年には平成4年に制度化された訪問看護サー
ビスに対応するため「在宅看護論」及び精神の
健康と保持増進の重要性から「精神看護学」が
追加された。しかし、教育の総時間数、特に実
習時間数は1，770時間（昭和42年）から、1，035
時間（平成元年）に削減された（看護基礎教育
の充実に関する検討会報告　平成19年4月20
日）31）。
　平成9年度入学生から在宅看護論が看護基礎
教育に加わり3）17年が経過した。改正当初は、
在宅看護論を教授する専任教員や実習施設確保
等の問題があった。訪問看護事業は老人保健法
の改正により、平成4年に老人訪問看護制度、
健康保険法の改正により平成6年に訪問看護
制度が施行されて間がなく1）、訪問看護ステー
ションの事業所数も少ない状況にあったためで
ある。（訪問看護ステーション数の推移：平成8
年約1，000カ所、平成23年約5，800カ所32’33））
専任教員確保のための研修の実施や実習施設と
して訪問看護ステーションが確保困難等により
保健所・保健センターにおける在宅看護論実習
行ってきた経緯もあり、在宅看護論の教授法
については、看護系大学の考え方によって大き
な差がみられている。
　平成8年のカリキュラム改正では、看護師
保健師統合カリキュラムが導入されたことによ
り、看護系大学での在宅看護論の位置づけと教
授法は多様を呈した。長江33）らによると、『在
宅看護学の実施状況』の中で科目名の設定が、
在宅看護系84科目、地域看護系40科目、その
他25科目で、「在宅看護論」が最も多く、次い
で「在宅看護概論」が多く、単位数は、「1単
位」48．3％、「2単位」45．0％だった。『在宅看
護学の臨地実習』の実施状況では、実習施設が
訪問看護ステーション86．8％、地域包括支援セ
ンター25．3％、その他の介護保険関係の事業所
22．0％、保健所・保健センター16．5％、その他
36．・3％で、単位数は、「1単位」41．8％、「2単位」
42．9％という結果が示された。『在宅看護学の
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担当教員数』では、担当教員の平均人数は、常
勤3．0人、非常勤0．42人、合計3．42人。担当
教員のうち、常勤の訪問看護経験者の平均人数
は0．89人、常勤の保健師経験者の平均人数は
1．81人で、非常に少ない状況だった。
2．実習施設としての訪問看護ステーションの課
　題
　中央社会保健医療協議会の報告の「訪問看護
事業所数の推移」34）では、平成18年に5，500
カ所に達して以降平成21年までほぼ横ばいで、
わずかではあるが減少も見られた。その後は微
増傾向で平成23年には5，800カ所を超えた。
　「訪問看護ステーションの従事者数」は、1
事業所当たりの常勤換算で5．2人（平成21年）
と横ばいで、職能別（常勤換算）従事者数を平
成15年を1とした時の伸び率（平成21年）で
見ると、理学療法士1．8強、言語聴覚士1．6と
高い伸び率を示したが、看護師は横ばいだっ
た。「訪問看護ステーションの規模別状況」で
は、従業者数5人未満の小規模ステーションが
約60％を占めており、小規模の事業所であるこ
とが明示された。
　訪問看護利用者の変化では、医療依存度が「中
度（病状安定だが再発の危険あり、必要時にバ
イタルサインチェック）」の対象者が減少傾向
にあり、「重度（病状やや不安定、定期的にバ
イタルサインチェック）」の対象者が増加傾向
にあった。また、小児（0～9歳）の利用者数
の増加率が3．48（平成13年を1とした時の伸
び率）と増加傾向にあった。「訪問看護の利用
状況と自宅死亡の割合」では、高齢者の訪問看
護利用者数が多い都道府県で、在宅で死亡する
者の割合が高い傾向にあった。
　訪問看護ステーションの現状から課題が明ら
かになった。
　①小規模事業所が多く、業務の非効率、職員
　　の負担が大きい。
　②事業所の規模が小さいほど収支の状況が悪
　　い。
　③訪問看護を必要としている人の増加とニー
　　ズの多様化。
　医療依存度の高い利用者の増加、難病、がん、
小児の利用者の増加、在宅での看取りの増加に
伴う訪問看護の役割の重要性が高まる一方で、
訪問看護ステーションは看護師の平均従業者5
人未満の小規模事業所で運営され、人的・経済
的な余裕は見られない状況だった。
3．看護基礎教育に求められる「質」の向上
　今後の医療の高度化・複雑化・多様化に対応
してEBN（Evidence－Based　Nursing）に基づき
臨機応変に看護を提供できる能力が求められて
いることが示された。「看護基礎教育の在り方
に関する懇談会論点の整理について」　（厚生労
働省　平成20年7月31日）35）また、「看護の
質の向上と確保に関する検討会」36）において、
①チーム医療の推進、②他職種との役割分担・
連携の2つが示され、多様な看護の場面での看
護の提供を可能とする基盤教育の方向性が出さ
れた。「看護の質の向上と確保に関する検討会
中間報告取りまとめ」（平成21年3．月17日）
36）、更に、「看護教育の内容と方法に関する検
討会報告書」（厚生労働省平成23年2月28日）
37）において、看護師に求められる5群の実践能
力と卒業時到達目標の構成要素が示された（表
1）。
　「看護師教育の技術項目と卒業時の到達度」
（厚生労働省　平成20年2月）38’　39）について
は、2群に位置づけられた。在宅看護論におい
ては、看護師免許取得前に学ぶべき教育内容の
中で、「在宅」の表示を「地域」に変更された。
これは近年、地域における医療提供の場は、在
宅だけでなく老人保健施設、特別養護老人ホー
ム、グループホームなど様々な場に変化してお
り、統合分野の在宅看護論においては、多様な
場の療養生活に対応した教育内容の展開ができ
るようにする意図があった。
4．文献から示された在宅看護論教授法
　在宅看護論の教授法において、学生の知識
の定着を図るための工夫、在宅看護の対象者を
生活者として捉えるための教授法などについて
様々な視点から取り組まれていた。各文献に示
された研究の結果・考察の記述から、「在宅看
護論の教授法・実習指導」に関連するキーワー
ドとなる言葉を抽出し、KJ法4°）で分類ラベル
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化した結果を表2に示した。
　【学生の理解への支援】に分類した「知識を
定着させる学習（体験型学習、小集団学習）」、「教
授者のスキルアップ」は、授業運営方法にかか
わる内容である。大教室で行う講義形式の教授
法は、教員から学生への一方向の関わりになる
傾向が高いが、グループによる指導や学生同士
のグループワークに教員が関わる指導は、双方
向の関わりが可能になる。しかし、専任教員に
在宅看護の経験者が少ない32’　41’　42）ことから、教
員のスキルアップが必要になると言えよう。
　【教授法の工夫が求められる内容】に分類し
た「在宅看護のイメージ化」、「サービスの調整」、
「終末期看護」、「緩和ケア」、「看取り」、「グリー
フケア」は、学生にとってイメージ化の困難な
内容であることが示された43）。実際に体験する
機会の少ない項目であるが、2025年を過ぎると
多死社会を迎えると予測されている後期高齢者
の増加1）から、今後取り組むべき必要のある教
授内容として【今後求められる教育内容】にも
分類した。また、医療機関において入院期間が
短縮され、医療提供の場が在宅へ移行されてい
表1　看護師に求められる5群の実践能力
1　ヒューマンケアの基本的な能力
L対象の理解
2．実施する看護についての説明責任
3．倫理的な看護実践
4．援助的関係の形成
2　根拠に基づき、看護を計画的に実践する能力
1．アセスメント
2．計画
3．実施
4．評価
5．看護技術を適切に実施する能力
3　健康の保持増進、疾病の予防、健康回復にか
　　かわる実践能力
1．健康の保持・増進、疾病の予防
2．急激な健康状態の変化にある対象の看護
3．慢性的な変化に合う対象の看護
4．終末期にある対象の看護
4　ケア環境とチーム体制を理解し活用する能力
1．看護専門職の役割
2．看護チームにおける委譲と責任
3．安全なケア環境の確保
4．保健・医療・福祉チームにおける多職種との協働
5．保健・医療・福祉システムにおける看護の役割
5　専門職として研讃し続ける基本能力 1．生涯にわたり継続的に専門能力の向上2．看護専門職としての価値と専門性の発見
看護教育の内容と方法に関する検討会報告書（厚生労働省　平成23年2月28日）37）
表2　在宅看護論の教授法・実習指導に関する文献内容の分類
学生の理解への　　「知識を定着させる学習（体験型学習、小集団学習）」
　　ラベル
支援
　　　　　　　　　下立項目
「教授者のスキルアップ」
　　　　　　　　　　　下位項目の主な内容
モデル人形の活用による体験授業、グループ学習形式の授業
担当教員の教授技術の向上のための取り組み、研修への参加
教授法の工夫が
求められる内容
「在宅看護のイメージ化」
「サービスの調整」
「終末期看護」「緩和ケア」「看取り」
「グリーフケア」
療養環境としての在宅が具体的にイメージできるような教授方法
介護保険制度や障がい者総合支援制度で利用できる在宅サービスの
マネージメントの理解
在宅における終末期看護の具体的な援助内容、
がん末期の療養者の疹痛コントロール
在宅療養者が亡くなった後の家族・介護者の悲嘆に対するケア
教授法の具体例
「ロールプレイングによる在宅看護のイメージ化」
「ボランティアの導入」
「看護用品の作成演習」
「IT機器の活用」「DVDの活用」
訪問看護の場面を学生同士で役割を決め、演じることでイメージ化する
ボランティアを療養者に見立て、訪問看護の場面を再現する学習法
在宅看護のケア用品（シャワーボトル、ケリーパッドなど）の作成
授業に視覚教材を導入し、授業内容のイメージ化や理解の促進を図る
教育・実習環境
の整備
「教員・実習指導者を含めた教育体制の見直し」
「訪問看護ステーションの人的環境を考慮した協働」
「実習指導者の不足」
「複数の実習施設の組み合わせ」
教員と実習指導者との間で、指導内容の共通理解や役割分担の明確化
実習施設の人員配置や指導体制を考慮し、教員が共に指導する協働
体制の確立、実習指導者の不足に対する対応策の必要性
実習施設の学生受け入れ人数制限に対して、複数の施設を組み合わせて実習
を行う
臨床看護師が求
める在宅看護の
知識
「継続看護の視点」
「療養児の看護」
「精神疾患療養者への看護」
臨床看護から在宅療養に移行する際に求められるケア内容の視点
障がい児の在宅療養に必要なケア技術や在宅サービスの知識
精神疾患を持つ療養者の在宅療養に求められる在宅看護の知識
今後求められる
教育内容
「在宅医療技術」
「在宅の看取り」「緩和ケア」
「グリーフケア」
在宅療養の場に導入されている医療機器の知識や管理の技術
在宅終末期看護に必要な看護技術、疹痛コントロールの知識・技術
在宅療養者を亡くした家族・介護者の悲嘆へのケア技術
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る状況においてD、在宅ケアに導入されている
医療機器の管理、取り扱いに関する知識・技術
は必要不可欠な看護技術であることから「在宅
医療技術」についても【今後求められる教育内
容】に分類した。
　【教授法の具体例】には、「ロールプレイング
による在宅看護のイメージ化」、「DVDの活用」、
「ボランティアの導入」、「看護用品の作成演習」
「IT機器の活用」が分類された。学生にとって、
教室内での講義形式の授業のみでは、“生活の
場が療養の場である”ことの理解は困難があり
22）、学生のイメージ化を図るために、視覚教材
や生きた教材の活用が取り組まれていた。
　【臨床看護師が求める在宅看護の知識】に分
類された「継続看護の視点」、「療養児の看護」、
「精神疾患療養者への看護」は、在宅看護論を
学んだ臨床看護師を対象とした文献から得られ
たキーワードである。臨床看護を実践する上で、
知識として必要と感じている項目が挙げられ
た。現役の臨床看護師が必要と感じる項目につ
いては、教授内容に含める必要性があると判断
し分類した。
5．文献から示された在宅看護論実習指導の課題
　【教育・実習環境の整備】に分類した「教員・
実習指導者を含めた教育体制の見直し」、「訪問
看護ステーションの人的環境を考慮した協働」、
「複数の実習施設の組み合わせ」、「実習指導者
の不足」はいずれも教育・指導上改善の必要性
のある項目である。在宅看護論実習施設として、
訪問看護ステーションが最も多く活用されてい
るが、訪問看護ステーションの従業員数の平均
5人未満の小規模ステーションが多く、実習指
導者の確保が難しいことや経営上の問題33’蜘5）
から学生の受け入れ困難な実情にあり、改善の
ための対策として大学教員との連携・協働の必
要性が示された46’47）。訪問看護ステーション以
外に介護保険関連施設や外来看護、医療機関の
退院調整部門、地域包括支援センターなど複数
の施設との実習を組み合わせて実施している大
学の取り組みが示された46’　48’　49）。実習指導者の
確保に関しては、「看護教育の内容と方法に関
する検討会報告書（厚生労働省平成23年2月
28日）」37）においても、「現行の規定以上の人
数を確保することが望まれる。」と報告されて
いる。
V．考察
　看護基礎教育における教授内容は、各大学
の教育理念や教育方針によって差異があること
が、文献および調査報告書等の検討の結果明ら
かとなった。特に「在宅看護論」は、平成9年
から追加された教育科目であり、平成21年の
看護基礎教育カリキュラムの改正により、統合
分野に位置づけられた43）。教授内容も医療・看
護に対する社会的なニーズの変化に影響されて
いた。具体的には、看護実践能力の強化および
看護師教育の技術項目と卒業時の到達度を含む
卒業時到達目標の明確化である。卒業時到達目
標に沿う看護基礎教育内容の見直しや教授法の
創意工夫に各大学が取り組んでいることが明ら
かとなった5°～56）。
　在宅看護論を教授する中で課題となる項目を
キーワードで分類したところ、【教授法に工夫
が求められる内容】、【今後求められる教育内容】，
に分類された項目は、在宅看護のイメージ化が
図りにくいこと、在宅に導入されている医療機
器の管理・操作技術は、在宅という医療衛生材
料確保の難しい環境での安全管理という点で臨
床との違いを学ぶ必要性が考えられた。在宅で
の終末期看護および緩和ケア、看取り、グリー
フケアについては、多死社会に向けてニーズの
高まる看護ケアで、看護基礎教育内容として重
要かつ必要であると考えられた。
　在宅看護論実習は、訪問看護ステーションを
中心に、その他の介護保険関係施設を実習施設
として2単位90時間の実習を行っている大学
が多いことが明らかとなった42’担9）。訪問看護
ステーションは、従業する看護師数が5人未満
の小規模事業所が6割を占め、収支も赤字率が
高い現状にあって、看護学生の実習を受け入れ
るには、人的、経済的に非常に厳しく余裕がな
いと考えられた4）。在宅看護論実習を依頼する
には、実習を受けるステーション側の限界があ
り、実習指導者と看護教員の連携・協働は必要
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不可欠な状況にあると言えよう。何を連携し、
何を協働することがこれからの在宅看護教育に
求められるかを見極め、前向きに取り組むべき
内容であると考えられた。
va．結語
　近年の医療・看護のニーズに求められる「在
宅看護論」の教授内容・方法と課題について、
文献および関連する報告書等を基に考察した結
果、これから訪れる多死社会に向けて、看護に
求められる在宅での終末期看護、看取りの教育
の必要性と学生がイメージ化しやすい教授方法
の工夫が重要であることが示唆された。在宅看
護論実習指導においては、訪問看護ステーショ
ンの置かれている人的に厳しい状況への対応策
として、実習指導者と教員の連携・協働が必要
不可欠であると考えられた。また、在宅看護論
教科担当教員は、教科の授業と並行して実習指
導を行っている実状から、可能であれば実習指
導教員の増員が望ましいと思われた。
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Ahstract
【Purpose】The　objective　of　this　study　is　to　look　at　the　present　situation　for　education　system　on
home　care　nursing　theory　in　nursing　college　in　Japan　and　describe　the　direction　of　the　teaching
methods．
【Method】Researchers　have　studied　the　literature　of　basic　nursing　education　along　with　the
public　reports　fbr　the　curriculum　in　education　of皿rsing．　In　this　study，27　studies　were　reViewed
in　a　key　word　search“home　nursing　theory＋teaching　method＋practice　teaching　method”from
the　Ichu・Shi　Web（ver．5）and　CiNii．
【Results　and　Discussion】Results　were　shown　teaching　methods　of　home　nursing　theory
towards　society　of　multi－death，　they　were　end－of－life　at　home　nursing，　end－of－life　care，　and　grief
care．　Ingenuity　and　images　easy　teaching　methods　of　home　care　nursing　is　important．　In　order　to
perfbrm　the　home　nursing　practice　guidance，　most　important　factor　is　a　collaboration　challenges
of　training　leaders　and　teachers　who　are　personnel　of　visiting　nursing　station　in　a　small　situation．
Problems　of　home　nursing　practice　in　teaching　methods，　in　a　staff　of　small　home－visit　nursing
station　is　whether　training　leaders　and　teachers　how　to　work　together．
Key　Words：　home　nursing　theory，　basic　nursing　education，　teaching　methods，
practice　teaching　methods，　curriculum
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